
【
問
】
失
業
給
付
の
金
額
や
給
付

日
数
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

【
答
】
前
回
説
明
し
た
と
お
り
、

失
業
し
た
時
に
受
け
る
失
業
給
付

は
い
基
本
手
当
と
い
い
、
雇
用
保

険
の
加
人
期
間
が
あ
る
程
度
必
要

に
な
り
ま
す
。
最
低
の
の
加
入
期

間
は
、
離
職
時
の
理
由
に
よ
っ
て

異
な
り
ま
す
。
会
社
都
合
な
ど
の

場
合
は
雇
用
保
険
に
６
か
月
以
上

加
入
、
自
己
都
合
退
職
の
場
合
は

１
年
以
上
加
入
が
必
要
で
す
。
１

日
あ
た
り
の
金
額
を
「
基
本
手
当

日
額
」
と
い
い
、
離
職
前
６
か
月

の
賃
金
を
も
と
に
計
算
さ
れ
ま
す
。

受
給
期
間
中
に
給
付
日
数
分
を
限

度
と
し
て
支
給
さ
れ
ま
す
。
基
本

手
当
日
額
は
、
離
職
時
の
日
の
年

齢
に
応
じ
て
異
な
り
ま
す
。

【
問
】
「
基
本
手
当
日
額
」
は
、

ど
の
よ
う
に
計
算
す
る
の
で
す
か
。

【
答
】
原
則
と
し
て
、
離
職
し
た

日
の
直
前
６
か
月
に
毎
月
支
払
わ

れ
た
賃
金
の
合
計
を
、
１
８
０
で

割
っ
て
算
出
し
た
金
額
（
賃
金
日

額
）
の
お
よ
そ
50
～
80
％
と
な
り
、

賃
金
の
低
い
人
ほ
ど
高
い
給
付
率

と
な
っ
て
い
ま
す
。
60
歳
か
ら
64

歳
に
つ
い
て
は
45
～
80
％
で
す
。

表
１
の
⑴
に
年
齢
別
の
基
本
手

当
日
額
の
上
限
額
が
示
さ
れ
て
い

ま
す
。
⑵
は
下
限
額
で
す
。
毎
年

８
月
１
円
に
金
額
が
改
定
に
な
り

よ
す
。
今
回
は
昨
年
度
の
平
均
定

期
給
与
額
が
前
年
比
で
約
０
・
43

％
低
下
し
た
こ
と
か
ら
、
引
き
下

げ
ら
れ
ま
し
た
。
基
本
手
当
日
額

で
25
円
か
ら
35
円
の
減
額
に
な
り

ま
し
た
。

【
問
】
支
給
さ
れ
る
の
は
何
日
く

ら
い
で
す
か
。

【
答
】
定
年
退
職
や
自
己
の
意
思

で
離
職
し
た
人
は
一
般
受
給
資
格

者
と
な
り
、
表
２
の
⑴
の
よ
う
に

20
年
以
上
働
い
で
い
る
人
は
１
５

０
日
支
給
さ
れ
ま
す
。

倒
産
や
解
雇
等
に
よ
り
離
職
を

余
儀
な
く
さ
れ
た
人
（
特
定
受
給

資
格
者
）
と
、
雇
い
止
め
や
、
や

む
を
得
な
い
理
由
に
よ
る
自
己
都

合
の
人
（
特
定
理
由
離
職
者
）
は

⑵
の
よ
う
に
年
齢
や
勤
続
年
数
に

よ
り
支
給
期
間
か
変
わ
り
ま
す
。

【
問
】
特
定
理
由
離
職
に
つ
い
て
、

も
う
少
し
詳
し
く
教
え
て
く
だ
さ

い
。

【
答
】
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
提
出
す

る
離
職
証
明
書
に
は
、
離
職
前
に

本
人
が
記
名
・
押
印
ま
た
は
自
筆

の
署
名
を
し
ま
す
が
、
離
職
が
自

己
都
合
か
否
か
が
大
事
に
な
り
ま

す
。
「
派
遣
切
り
」
が
社
会
問
題

と
な
っ
て
雇
用
保
険
法
が
改
正
さ

れ
、
２
０
０
９
（
平
成
21
）
年
３

月
31
日
か
ら
、
従
来
の
「
特
定
受

給
資
格
者
」
に
加
え
て
、
「
特
定

理
由
離
職
者
」
が
設
け
ら
れ
ま
し

た
。
こ
れ
は
、
２
０
１
７
（
平
成

29

）
年
３
月31

日
ま
で
と
な
っ
て

い
ま
す
。
詳
し
く
は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
に
お
尋
ね
く
だ
さ
い
。
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臨
時
国
会
も
あ
と
1
か
月
を
切
り
ま
し
た
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ
を
め
ぐ
る
国
会
情
勢
も
緊
迫
し
て
い
ま
す
。

ま
た
「
残
業
代
ゼ
ロ
」
法
案
や
「
年
金
カ
ッ
ト
法
案
」
な
ど
国
民
の
生
活
に
直
結
す
る
法
律
が
提

出
さ
れ
て
い
ま
す
。
働
き
方
や
今
ま
で
実
現
し
て
き
た
権
利
を
知
る
こ
と
は
大
切
な
こ
と
で
す
。

今
回
も
前
号
に
続
き
、
雇
用
保
険
に
つ
い
て
で
す
。
活
用
く
だ
さ
い
。

くらしに役立つ制度紹介

雑
感

日
本
政
府
は
、
28
日
の
国
連
総
会
第
1
委
員
会
で
採
択
さ
れ
た
核
兵
器
禁
止
条
約
の

交
渉
開
始
を
求
め
る
決
議
に
米
国
や
そ
の
他
の
核
保
有
国
（
中
国
は
棄
権
）
と
一
緒
に
反
対
し

ま
し
た
。
決
議
は
１
２
３
カ
国
の
賛
成
で
成
立
し
、
画
期
的
な
決
議
と
な
り
ま
し
た
。
今
後
、

世
界
で
核
兵
器
禁
止
の
運
動
が
広
が
る
も
の
と
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
、
唯
一

の
被
爆
国
で
あ
る
日
本
政
府
の
こ
の
決
議
に
対
す
る
態
度
は
許
さ
れ
ま
せ
ん
。
今
な
お
世
界
の

核
兵
器
は
約
1
万
5
千
発
が
保
有
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
は
ア
メ
リ
カ
、
ロ
シ
ア
に
あ

り
ま
す
。
米
国
に
追
随
し
、
核
兵
器
を
容
認
し
て
い
る
の
が
日
本
政
府
で
す
。
北
朝
鮮
の
「
核

を
も
て
あ
そ
ぶ
姿
」
を
日
本
政
府
は
非
難
し
て
い
ま
す
。
東
ア
ジ
ア
の
非
核
化
は
本
当
に
実
現

さ
れ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
し
か
し
核
大
国
ア
メ
リ
カ
に
物
言
え
な
い
政
府
の
姿
勢
で
、
東

ア
ジ
ア
の
非
核
化
、
世
界
の
核
廃
絶
は
実
現
す
る
の
で
し
ょ
う
か
。
甚
だ
疑
問
で
す
。

離
職
６
か
月
の
賃
金

も
と
に
基
本
手
当
日
額

勤
続
日
数
や
年
齢
に
よ

り
異
な
る
支
給
期
間

表
１
、
⑴
支
給
さ
れ
る
基
本
手
当
日
額
の
上
限
額

離職時の年齢
賃金日額の

上限額

基本手当日

額の上限額

30歳未満 12,740円 6,370円

30歳以上45歳未満 14,150円 7,075円

45歳以上60歳未満 15,550円 7,775円

60歳以上65歳未満 14,860円 6,687円

離職時の

年齢

賃金日額

の下限額

基本手当日

額の下限額

全年齢 2,290円 1,832円

⑵基本手当日額の下限額

被保険者

期間
1年未満

1年以上10

年未満

10年以上

20年未満
20年以上

65歳以下
全年齢

― 90日 120日 150日

被保険者期

間
1年未満

1年以上

5年未満

5年以上1

0年未満

10年以上

20年未満
20年以上

65歳以下の
年齢区分で
日数決定

90日
90日～
180日

120日～

240日

180日～

270日
240日～
330日

表
２
、

左
⑴
定
年
、
自
己
都
合

下
⑵
会
社
都
合
等


